







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































い っ た 場 合、PPP（Public-Private Partnership）
という包括的な用語（ないし概念）がある。これ
は、公民が連携して公共サービスの提供を行うス
キームをいい、PFI、指定管理者制度、市場化テ
スト、公設民営（DBO）方式、さらに包括的民
間委託、自治体業務のアウトソーシング等も含ま
れる（日本PFI・PPP協会「『PPP』とは」（http://
www.pﬁkyokai.or.jp/about/index.html））。
２）なお、この「実務対応報告第35号」に先行して、
2013年９月に内閣府から「公共施設等運営権に係
る会計処理方法に関するPT研究報告（中間とり
まとめ）」が公表されている。これも我が国の会
計処理および「実務対応報告第35号」に一定の影
響を与えていると考えられる。この「研究報告」
の「前書き」では、平成23年に改正されたPFI法
により導入された公共施設等運営権に関連し、そ
の具体化が見込まれる空港に係る公共施設等運営
事業を念頭に置いた研究であること、そのスキー
ムを前提とした現行の企業会見の諸基準および会
計実務に基づいた対応を基本としていること、今
後の検討事項等については必要に応じてASBJに
検討を要請する可能性があることが示されている。
また、この報告が実務上の指針と位置付けるもの
ではなく、実務を拘束するものではないことが明
示されているため、本稿では必要な場合には参照
することにとどめている。
３）この内閣府からの提案で示された論点は、次の
４つである。
　①公共施設等運営権の取得及び運営期間中の費用
認識について（減損会計の適用可能性を含む）
　　・運営権取得時の会計処理について
　　・取得した運営権の費用化方法について
　　・減損会計の適用可能性について
　②公共施設等運営権対価の算定
　　・運営権対価の考え方について
　　・運営権の取得に要した付随費用の取扱いにつ
る上でのグルーピングの問題はあったものの、
議論の展開では内容について大きな変更なく
制度化されている。そこで次に国際基準との
比較となると、「実務対応緒報告第35号」は国
際財務報告基準における解釈指針第12号
「サービス委譲契約」と比較されることにな
るが、そこには無形資産処理の他に金融資産
処理が示されている。ASBJの資料としても
解釈指針第12号が添付されることがあったが、
範囲や処理の異同について比較整理する余地
がある。
　また、「実務対応報告第35号」は、更新投資
に際して資産と負債の両建てで計上するか否
かを判断する基準の１つに債務性という用語
を用いず、義務性としている点が特徴である。
この用語をPFI法に基づいて創り出された運
営権だから使用可能な用語であるのか否かに
よって、他の会計基準との整合性を検討する
余地が生まれると考えられる。そして、負債
を認識する上での新たな基準として我が国の
会計基準等を設定する上で定着していく概念
ないし用語なのかに注目しなければならない。
　最後に、ここでは資本的支出を対象とした
議論であり、修繕費は除かれているが、修繕
を行うことも公共施設等運営事業における維
持管理に含まれる。通常の場合は修繕費を支
出時に期間費用とすることになるが、中長期
毎の定期的な修繕の場合、修繕引当金の計上
が可能であると考えられる。他の項目と同様
に事例によるだろうが、PFI法に基づいた運
営事業の場合の修繕についても整理が必要で
あり、また上記の義務性との関係をどのよう
にとらえるか検討が必要であると考えられる。
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資料『プロジェクト：公共施設等運営権に係る
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企業会計基準委員会（2017）「第359回ASBJ会議資
料『プロジェクト：公共施設等運営権に係る会
計上の取扱い、項目：公開草案を再度公表する
必要性の有無に関する検討」（資料番号：審議
事項（2）-2）、2017年４月28日。
豊岳光晴「実務対応報告第35号『公共施設等運営事
業における運営権者の秋系処理等に関する実務
上の取扱い』」『企業会計』、2017年９月（Vol.69 
No.9）。
内閣府（2010）、「新成長戦略」2010年６月18日閣議
決定。
内閣府（2013a）、「公共施設等運営権及び公共施設
等運営事業に関するガイドライン」2013（平成
25）年６月。
内閣府（2013b）、「公共施設等運営権に係る会計処
理方法に関するPT研究報告（中間とりまと
いて
　③プロフィットシェアリング条項等が付された場
合の取扱い
　④更新投資の取扱い
４）具体的には「運営権は、管理者等が有する施設
所有権のうち、公共施設等を運営して利用料金を
収受する（収益を得る）権利を切り出したもの」
（「ガイドライン」7（1）2-1．（1））である。
５）なお、運営権者が一定期間にわたり使用する権
利の取得の対価と捉える考え方の場合の派生的論
点として、次の３つがあげられている（ASBJ2015, 
第19-21項）。
　・対価が分割払いの場合の測定
　・プロフィットシェアリング条項がある場合の測定
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